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発刊に当たって 

 

一般財団法人建設経済研究所は、1982年の設立以来、我が国の国土づくり、社会資

本整備の最新動向、建設産業の現状や課題などを調査分析し、その結果を「建設経済

レポート」として取りまとめています。 

今号の建設経済レポートNo.73では、以下の内容を取り上げています。 

「第１章 建設投資と社会資本整備」では、国内建設投資の最近の動向や直近の見通

しをとりまとめるとともに、建設投資の各分野における中長期のトレンドを分析し、

経済成長のシナリオを2通りに設定して国内建設投資の2030年代年央までの中長期予測

を提示しました。また、近畿ブロックの社会資本整備動向を調査するとともに、東日

本大震災復旧復興について、被災自治体が行うハード事業の進捗状況、被災後の地域

の人口、経済等の回復状況を整理し、人口減少が進む被災地におけるソフト、ハード

面からの中長期的な課題を研究しました。さらに、地球温暖化防止に向けた社会資本

分野での取組について、水力発電、地熱発電という再生可能エネルギーの推進を対象

とする調査研究を行いました。 

「第２章 建設産業の現状と課題」では、第一に、建設投資の急減が建設業に及ぼした

影響について、平成年代における建設投資と建設業、就業者、景況感などとの関わりに

ついて整理し、分析しました。次いで、中小建設企業の生産性向上に向けた取組につい

て事例を調査して課題を整理し、建設技能労働者の就業構造と労働状況の変遷をまとめ

ました。また、建設企業の経営財務分析では、最近の業況改善を踏まえた決算状況、資

金調達動向などについて分析を行っています。 

「第３章 公共調達制度」では、災害復旧工事の入札契約における諸課題を整理し、

改善策の提言を行いました。 

「第４章 建設企業の海外展開」では、我が国建設企業の従来型の海外事業展開モ

デルの枠組みを超えた官民連携による建設企業の新たな事業展開の可能性や課題を整

理し、そのあり方について考察しました。 

建設経済レポートNo.73が、公共投資、建設産業に携わる方々をはじめ、経済、国土

づくり全般にご関心をお持ちの方々の諸活動にささやかながら貢献できることになれ

ば幸いです。 

 

2021年3月 

一般財団法人 建設経済研究所 

                    理事長   小 澤 敬 市 
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